
食料・農業・農村基本計画
ＪＡＳ法に基づく立入検査等の関係部分抜粋

食料 農業 農村基本計食料・農業・農村基本計画
（平成２２年３月３０日閣議決定）抜粋

１．食料の安定供給の確保に関する施策

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策

国民の食生活を支える農林水産物や食品の生産から消費に至るフードチェーン全体におい
て、様々な問題が生じてきている中、安全な食料を安定供給し、国民が安心を実感できる食生
活の実現に向けた政策を確立する必要がある。

（１） 食の安全と消費者の信頼の確保
② フードチェーンにおける取組の拡大
エ 流通段階における取組

ビ食品に係るトレーサビリティについては、「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報
の伝達に関する法律」に基づき、米穀等の取引等の記録の作成・保存の義務化を内容とするト
レーサビリティ制度の導入を円滑に進める。さらに、国民の健康保護、適正な流通や表示を目
指す観点から 米穀等以外の飲食料品に いても 米穀等に係る制度の実施状況を踏まえ 入指す観点から、米穀等以外の飲食料品についても、米穀等に係る制度の実施状況を踏まえ、入
出荷記録の作成・保存の義務付け等について検討し、その結果に基づいて制度的な対応措置
を講じる。また、対応の遅れている農林漁業者や中小食品産業事業者における取組の拡大を
図る図る。

③ 食品に対する消費者の信頼の確保

米穀等以外の飲食料品についてのトレーサビリティ制度の検討等に加え、消費者にとって分か
りやすい食品表示のあり方について検討を進めるとともに 加工食品における原料原産地表示のりやすい食品表示のあり方について検討を進めるとともに、加工食品における原料原産地表示の
義務付けを着実に拡大する。
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